
１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗︓改善　↘︓悪化　→︓変化なし　―︓数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位︓千円、⼈）

産業投資応援助成⾦認定件数 件 12 14

No. 指標名

E-mail

実績 実績 推移

↗ 16 ↗ 18 直近年度の傾向を踏まえ、前年より2件多い数値に設定

R5年度
目標値

達成
状況 目標値設定理由

R4年度
⾒込値 推移

③地域に根差した企業の⽴地促進
・令和３年度から開始した「おためし⽴地チャレンジナガノ」事業による新規ビジネス創出と地域課題解決に取り組む企業誘致の取組。
本事業を市町村に波及させ、市町村の⼈材育成を進めて自走できる仕組みづくりの構築を進める。

・県内で⼯場棟を新設・増設する際に交付する⻑野県産業投資応援助成⾦について、ゼロカーボン等に取り組む企業に対し助成率を
加算する。
②地⽅回帰の流れをとらえた本社等の移転やICT企業の集積の促進
・サテライトオフィス等を設置する際に利⽤可能な本社等移転促進助成⾦、ICT産業⽴地助成⾦を活⽤し、⻑野県外からのICT産業
や本社機能等の誘致を積極的に図る。

事業番号 07 03 01 事業改善シート（令和５年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

【現状】
2021年の⻑野県企業⽴地件数は29件と、前年（20件）を上回り、全国９位（2018年と同）となっている

【課題】
・「ゼロカーボンへの取組」、「県内企業の⾼付加価値型への転換」等、⻑野県へ波及効果をもたらす企業の集積が必要。
・多くの都市部の企業でオフィスのあり⽅が検討される中、地⽅回帰の流れをとらえた⽴地施策が必要。
・助成⾦や税制優遇などの措置が未整備である⼀部の町村においても、常に情報共有を⾏うなど、更に連携した企業⽀援に取り組んで
いくことが必要。

今後成⻑が⾒込まれる産業分野の企業や、研究開発型企業等を重点とする誘致活動を推進することにより、共同研究・企業間取引
を促進し、県内企業の振興・稼ぐ⼒を⾼め、産業の振興を図る。

①⼆酸化炭素排出量実質ゼロを目指す先進的な企業の集積の促進

単位
R2年度 R3年度

①

③

事　業　名 産業集積化推進事業費 部局 産業労働部 課・室 産業⽴地・IT振興課
実施期間 H6 〜 ritti-it@pref.nagano.lg.jp

「おためし⽴地チャレンジナガノ」
マッチング件数

件 - 95

② ICT産業⽴地助成⾦認定件数 件 4 7

― 68 ↘ 70 令和3年からの実施状況を鑑み、前年度以上となるように設定

10 ↗ 12 直近年度の傾向を踏まえ、前年より2件多い数値に設定↗

決算額

年 数値
2019
(R1) -

2019
(R1) 7,438

2020
(R2) 2,426

R5年度
（予算案） 1,869,196 1,869,196

職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等 合計 うち⼀般財源

1,859,673
6.0

（要求） 1,869,196 1,869,196 1,859,673

区分
予算額

予算要求からの
主な変更点 要求どおり

6.0
R3年度 0 1,539,486 △ 56,400 1,483,086 1,524,825 1,174,780 6.0
R4年度 0 1,852,594 0 1,852,594 1,842,936

3-1⑤

持続可能な脱炭素社会の創出

成⻑産業の創出・振興

移住・交流・多様なかかわりの展開

目標
年 数値

2027
(R9) 9,633

2027
(R9)

2020年度⽐+11.2％

No.

1-1①

2-1①

施策分野（施策の総合的展開名）

2018
(H30) 7,674

年 数値
2020
(R2) -

2020
(R2) 7,125

2021
(R3) 2,9602019

(R1) 2,323 2027
(R9) 4,500

直近３か年の状況

移住者数

年 数値
2018
(H30) 14,572

単位

千t-CO₂

件

⼈

達成目標（指標名）

温室効果ガス総排出量

労働生産性



No.

4

1

1,510,300

R5年度
当初予算

R4年度
当初予算

R3年度
当初予算

（予算案）

事　業　名 産業集積化推進事業費

事業番号 07 03 01 細事業⼀覧（令和５年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

1

細事業
No. 細事業名

企業誘致広報事業

No.

1

（要求）

千円

1,311 2,372

千円 千円

2,492
2,492

部局 産業労働部 課・室 産業⽴地・IT振興課

令和５年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

企業誘致のためのガイドブック作成・展示会への出展

ガイドブック全配布（4,000部）、訪問企業数︓900件

細事業を構成する主な取組

企業誘致広報事業

実施⽅法
直接

15,586
（要求） 15,586

千円 千円 千円

細事業
No. 細事業名 R3年度

当初予算
R4年度

当初予算
R5年度

当初予算

2 産業⽴地推進役の配置 15,687 15,534
（予算案）

訪問企業数︓900件

No. 細事業を構成する主な取組 実施⽅法 令和５年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 産業⽴地推進役の配置
直接 県外事務所に⺠間企業OBの産業⽴地推進役（４名）を配置し、企業⽴地情

報等を収集

認定件数︓10件

（要求） 1,510,300
千円 千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施⽅法 令和５年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

細事業
No. 細事業名 R3年度

当初予算
R4年度

当初予算
R5年度

当初予算

3 信州ものづくり産業応援助成⾦ 1,393,500 1,577,400
（予算案）

174,900
（予算案） 254,300
（要求） 254,300

千円 千円 千円

細事業
No. 細事業名 R3年度

当初予算
R4年度

当初予算
R5年度

当初予算

信州ものづくり産業応援助成⾦
補助⾦ 製造業等の企業が、県内で⼀定規模の投資、雇⽤条件を満たし⼯場等を新設・

増設する場合に、助成⾦を交付する。

細事業を構成する主な取組 実施⽅法 令和５年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 ICT産業⽴地助成⾦
補助⾦

ICT産業の⽴地に係る建物・設備の取得や雇⽤に助成⾦を交付する。

認定件数︓5件

ICT産業⽴地助成⾦ 90,100



細事業
No. 細事業名 R3年度

当初予算
R4年度

当初予算
R5年度

当初予算

セミナー実施回数︓１回

千円
No. 細事業を構成する主な取組 実施⽅法 令和５年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 オンラインセミナー

委託
企業誘致のためのセミナーをオンラインで実施、潜在的な⽴地候補企業に向けて⻑
野県の優位性（⽴地条件・助成⾦等の⽀援策）を紹介することで、⽴地の可能
性を増進し、誘致候補を増やす。

5 オンラインセミナー 0 0
（予算案） 2,530
（要求） 2,530

千円 千円

71,500
（要求） 71,500

千円 千円 千円

細事業
No. 細事業名 R3年度

当初予算
R4年度

当初予算
R5年度

当初予算

6 本社等移転促進助成⾦ 23,300 69,900
（予算案）

認定件数︓４件

No. 細事業を構成する主な取組 実施⽅法 令和５年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 本社等移転促進助成⾦
補助⾦ ⻑野県内への本社機能等の移転を図る企業に対し、移転に係る建物・設備の取

得や雇⽤に助成⾦を交付する。

12,488
（要求） 12,488

千円 千円 千円

細事業
No. 細事業名 R3年度

当初予算
R4年度

当初予算
R5年度

当初予算

7 おためし⽴地チャレンジナガノ事業 14,380 12,488
（予算案）

課題解決エントリー企業︓50社100提案

No. 細事業を構成する主な取組 実施⽅法 令和５年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 おためし⽴地チャレンジナガノ事業
委託 市町村の課題を集約し、その課題に取り組む県外企業をマッチングさせることで、新

規ビジネスの創出・地域課題の解決と企業⽴地の促進を促す。


